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１．はじめに 

原子力規制委員会より平成２８年１月６日に指示文書「東京電力株式会社

柏崎刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る対応につい

て（指示）」（原規規発第 1601063 号）（以下「指示文書」という。）が発出さ

れており，これに従い，当社は平成２８年３月３１日に「東京電力株式会社

柏崎刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る対応につい

て（指示）に係る対応について（報告）」を提出している。本報告においては，

当社の要求事項である「発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭

和４０年通商産業省令第６２号）」（以下「旧技術基準」という。）に照らし，

不適切なケーブル敷設はないことを確認したことを報告している。（添付－１） 

一方，平成２５年６月に施行された「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」（以下「新技術基準」という。）に対しては，ケー

ブルの系統分離について対応が必要となる箇所が確認されていることから，

新技術基準への適合方針について以下に説明する。 

２．東海第二発電所のケーブルの系統分離に対する要求 

  東海第二発電所は，非常用系の電源は区分Ⅰ，区分Ⅱ及び区分Ⅲの３区分，

常用系の電源は区分Ⅰ及び区分Ⅱの２区分となっており，旧技術基準に基づ

いて設計されていることから，トレイ，電線管又はコンクリートピットにケ

ーブルを敷設するにあたっては，電力ケーブルに対しては区分Ⅰ，区分Ⅱ及

び区分Ⅲに分離して敷設する要求があるものの，制御・計装ケーブルに対し

ては分離の要求はない。また，同区分の非常用系と常用系のケーブルに対す

る分離の要求もない。 
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３．新旧技術基準要求の比較と東海第二発電所の調査結果 

旧技術基準と新技術基準のケーブルに関する系統分離（区分分離）の要求

事項は第１表のとおり。東海第二発電所建設当時のケーブルの分離要求を考

慮すると旧技術基準には適合するものの新技術基準に適合しない状況が確認

されている。 

第１表 新旧技術基準の要求の比較と東海第二発電所の調査結果 

敷設状況 イメージ図 

旧技術基準 

適合性 

新技術基準 

適合性 

電力 

ｹｰﾌﾞﾙ

制御 

計装 

ｹｰﾌﾞﾙ

電力 

ｹｰﾌﾞﾙ

制御 

計装 

ｹｰﾌﾞﾙ

区分間の跨ぎ無し 

〇 〇 〇 〇 

区分間の跨ぎ有り 

新技術基準第１２条におい

て，安全機能を有する系統の

うち，安全機能の重要度が特

に高い安全機能を有するケ

ーブルが敷設されたトレイ

等の区分間跨ぎ

【区分Ⅰ～区分Ⅱ間跨ぎの例】 

× 〇 × × 

※ 東海第二発電所では３２０箇所を調査にて確認 

４．区分跨ぎケーブルが発生した原因 

  東海第二発電所は，１９７８年（昭和５３年）運転開始であり，当社の要

求事項を明記した工事等仕様書では旧技術基準を満足するよう要求していた。

このため，要求事項を満足するよう，電力ケーブルは区分分離を行ったもの

の，制御及び計装ケーブルについては，区分分離の要求は無かったことから，

異区分を跨ぐケーブルが敷設されたものと考えられる。なお，新技術基準施

行後は新技術基準の要求事項を調達管理に反映している。 

※
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５．ケーブル用途（負荷）特定状況 

指示文書に従い，東海第二発電所でのケーブル敷設状況を確認した結果，

当社の要求事項である旧技術基準は満足していたが，新技術基準に適合させ

るための対策が必要な制御・計装ケーブルの跨ぎ箇所が３２０箇所確認され

た。このうち１２３箇所については，平成２８年３月の指示文書報告時点で

ケーブル用途（負荷）が特定されている。また，この時点で用途（負荷）の

特定ができなかった１９７箇所についても，新技術基準適合への対応として，

ケーブル用途（負荷）の特定作業を行っている。（添付－２，３） 

  跨ぎ箇所数及び用途特定済数は，第２表のとおり。 

第２表 跨ぎケーブル特定状況 

区分 
ケーブル跨ぎ箇所数（対象箇所数１９７箇所） 

H29 年 4 月末 H29 年 5 月実績 合計 

中央制御室 パターン１※ ４ １４ １８ 

ケーブル 

処理室 

パターン２※ １０ １ １１ 

パターン３※ ２５ ４ ２９ 

現場 パターン３※ ６ ２ ８ 

合計 ４５ ２１ ６６ 

※ 異区分跨ぎパターンと

状況イメージは右図のとおり。
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６．対応方針 

新技術基準に適合しないケーブルについては，新技術基準に適合させるた

め，以下のフローに従い対応し区分分離を図る。対応方針は第３表のとおり。 

対象ケーブル

（全 320 箇所（跨ぎ箇所数））

ケーブル用途（負荷）の調査・特定

現在も使用してい

るケーブルか？

NO 

YES 

NO 
引き戻し可能か？

YES 

ケーブル長確認

NO 
余長はあるか？

YES 

切断撤去

（可能範囲）
リルート 取替

パターン１及びパターン２ パターン３
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第３表 区分分離対応方針 

パターン１の例        区分間バリアのイメージ 

パターン２の例        パターン３の例 

区分Ⅰ 区分Ⅱ区分Ⅱ

区分Ⅰ 

区分間バリア

貫通
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【リルートによる区分分離の方法】 

① 制御盤内で対象ケーブルを解線し，ケーブルをケーブル処理室

まで引き戻す。 

② 引き戻したケーブルは，適切な管路を確保して制御盤へ入線

し,①で解線した箇所に結線することでリルート完了。 

第１図 ケーブル処理室のケーブルリルート例 
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７．ケーブル用途（負荷）特定調査の今後の見通しについて 

  ケーブル用途（負荷）特定調査については，平成２８年４月の時点で，当

該年度中を完了の目途としていたが，ケーブルの用途（負荷）特定調査を行

うにあたってのプラントメーカ等との調査要員の確保に係る調整により，調

査期間は平成２９年２月～７月（予定）となっている。（添付－４） 

  現在，計画通りに調査は進捗しており，予定期間内で調査が完了する見通

しである。 
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添付‐１ 

東海第二発電所における跨ぎケーブルの調査方法 

原子力規制委員会より平成２８年１月６日に発出された指示文書「東京電

力株式会社柏崎刈羽原子力発電所で確認された不適切なケーブル敷設に係る

対応について（指示）」（原規規発第 1601063 号）に従い，当社は，安全系ケ

ーブルトレイに不適切なケーブル敷設がなされていないことを以下の方法に

より調査した。 

・ 異区分跨ぎケーブルの調査は，中央制御室においてはコンクリート

ピットの蓋を開放し，盤下のケーブルに対しては盤の扉を開放して，目

視にて確認できるような状態としてから跨ぎ箇所を調査した。

・ ケーブル処理室及び現場については，全てのトレイに対し確認漏れ

がないように，ケーブルトレイ配置図（第３図）を確認しながら，ケー

ブル処理室及び現場のケーブルトレイを追跡し，目視にて跨ぎ箇所を調

査した。

  ・ 高所，暗所等の視認しづらい箇所に対しては，双眼鏡，脚立，投光器

等を用いることで，目視にて確認できるような状態とすることで跨ぎ箇

所の見落としを防止した。

・ 調査は２名以上の調査員で行い，跨ぎ箇所の見落としがないよう，相

互に確認を行い，また，跨ぎ箇所が確認された場合は，調査員とは別の

調査責任者も確認を行い，信頼性を確保している。

・ 本調査においては，当社からプラントメーカへ調査を発注する際に，

調査の内容を工事等仕様書に明記するとともに，本仕様書にて「適用設

計基準、技術基準を熟知した者が判定すること」を要求している。これ
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添付－２ 

東海第二発電所における跨ぎケーブルの用途（負荷）特定方法 

東海第二発電所では，跨ぎケーブルを新技術基準に適合させるため，跨ぎ

ケーブルの用途（負荷）の特定作業を以下の方法により行っている。 

   ａ．目視による確認 

対象ケーブルを目視にてケーブル端まで追跡し，ケーブル用 

途（負荷）を特定する。また，目視による確認結果は，過去の

増改良工事の履歴と照合することにより，調査の信頼性を高め

る。 

    ｂ．電気的信号による確認（負荷隔離による確認） 

図面や現場の状態により調査対象ケーブルの用途（負荷）の

範囲を限定したうえで，個別の負荷単位で隔離することにより，

電圧発生装置及び検電器を用いてケーブル用途（負荷）を特定

する。 

第４図 電気的信号による確認（負荷隔離による確認）の概要 



13 

なお，本調査は以下の体制で実施する。 

第５図 ケーブル用途（負荷）特定調査体制表 

受注者は調査に従事するにあたって必要な力量を有していると認められた者

を選任し，当社へ力量評価書を提出している。当社は，この力量評価書をもと

に，当該工事又は類似機器の工事の経験から調査に従事する者が，本調査に必

要な力量を有していると判断している。 

  （参考）第８条及び第１２条でのケーブル特定方法の比較 

日本原子力発電（株）

原電エンジニアリング（株）日立ＧＥニュークリア・エナジー（株）

（株）関電工（株）日立プラントコンストラクション
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添付－３

完了：平成 28 年 3 月時点で用途特定済み
今回調査完了：平成 29 年 3 月からの調査で用途特定済み
調査中：平成 29 年 5 月末時点で調査中
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今回調査完了：平成 29 年 3 月からの調査で用途特定済み
調査中：平成 29 年 5 月末時点で調査中
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添付－４ 

東海第二発電所の対応スケジュール 

    320 箇所の跨ぎケーブルに対し，平成 28 年 4 月時点で用途（負荷）が

特定できていない 197 箇所※１について，用途（負荷）の特定を実施中で

あり，平成 29 年 5 月末現在の状況及び今後の見通しは以下のとおり。 

    なお，平成 29 年 5 月末現在，197 箇所中 66 箇所の用途（負荷）の特

定が完了しており，平成 28 年 4 月時点で特定できているものと合わせ

189 箇所※２の用途（負荷）の特定が完了している。 

調査場所 
調査対象箇

所数 

用途（負荷） 

特定済箇所数 

（H29.5 末現在） 

今後の見通し 

現場

（①及び②）
64 箇所 

目視にて 48 箇所

を特定済 

・足場組立ができた箇所から残り 23 箇所

を目視にて調査 

・目視により特定が困難な場合には電気

的信号による調査を実施予定（④） 
ケーブル処理室

（①及び②）

中央制御室

（③）
133 箇所 

目視にて 18 箇所

を特定済 

・中央制御室は作業エリアが限定的であ

ることから６月から集中的に調査 

※1：平成 28 年 4 月の報告時に用途が特定できなかった箇所数は 197 箇所 

 ※2：平成 28 年 4 月の報告時に用途が特定できた 123 箇所と平成 29 年 3 月～5 月に用途 

   が特定できた 66 箇所の合計 

以上 


